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	新潟縣信用組合とTeNYテレビ新潟 「金融×メディア」による地方創生推進に関する連携協定を締結
	株式会社テレビ新潟放送網（本社：新潟県新潟市中央区、代表取締役社長：正力 源一郎、以下、TeNY）は、新潟縣信用組合（本店：新潟県新潟市中央区、理事長：赤川 新一）と「金融とメディアの融合による地方創生推進に関する協定」を締結しました。  本協定は、地域に根ざす金融機関とメディアが連携し、それぞれの強みを活かすことで、地域課題の解決および地方創生の推進に寄与することを目的としています。
	1. 協定締結の背景  人口減少や地域経済の変化が進む中、地域課題の解決には多様な主体の連携が求められています。  TeNYはメディアとしての情報発信に加え、地域企業や自治体と共創しながら新規事業支援や地域活性化への取組を推進してきました。  一方、新潟縣信用組合は地域金融機関として、企業・事業者・地域社会と密接に関わりながら、「SGM（スモール・グループ・マネジメント）体制」により地域課題の解決や地域貢献活動に取り組んでいます。  本協定により、両者が連携・協力することで、地域の課題解決に向けた取り組みを一層推進していきます。
	2. 協定の主な内容  本協定における主な連携事項は以下の通りです。
	相互の顧客基盤を活用した、企業・自治体の課題解決に関すること
	地域課題の解決に資するイベント等の共同実施に関すること
	地方創生推進のためのSGM活動の情報発信力強化に関すること
	その他、本協定の目的を達成するために必要な事項に関すること


	3. 今後の取組予定  本協定に基づき、以下の取り組みを予定しています。
	（1）「食のガイドマップ」のDX化  新潟縣信用組合がSGM活動の一環として制作する「食のガイドマップ」をTeNYのデジタルメディア「025」と連携し、スマート化による利便性向上およびデータの共通化を図ります。また、新潟市が推進する「にいがた2km」関連事業との連携も検討します。
	（2）特殊詐欺被害防止啓発に関する協力  新潟縣信用組合が取り組んできた特殊詐欺防止の啓蒙活動において、動画コンテンツの制作をテレビ新潟が担当し、他の連携協定先とも連携しながら啓発活動を推進します。
	（3）地域課題の共有と情報発信による課題解決の機運醸成  相互に認識する地域課題を共有し、メディアを通じた情報発信により、課題解決に向けた周知・機運の醸成を図ります。
	（4）既存連携先との三位一体による取り組み／創業・新規事業者支援  新潟縣信用組合の既存の連携先とともに、金融・メディア・関連機関が一体となった取り組みを推進します。創業・新規事業を目指す事業者様へ連携して支援に取り組みます。
	（5）「けんしんの森」を含むサステナビリティへの取り組み  森林保全や環境活動などのサステナビリティ施策に共同で取り組むとともに、企業等を巻き込んだ持続可能な活動の推進を図ります。
	株式会社テレビ新潟放送網 成長戦略本部 成長戦略局 Mail：growth_strategy@teny.co.jp   TEL：025-283-8111  担当：成長戦略局　山﨑・田中
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